請求書様式

請求書（完成払）
請求書（前払金）（出来高部分払の場合は別途エクセルを参照）
請求書（中間前払金）
中間前金払認定請求書
請求書　（第　回既済部分払）
請求書  （一部完成払）（第　回既済部分払）　※指定部分のあるもの

[bookmark: _GoBack]作成上の注意

・用紙の大きさはＡ４とすること
・押印を省略する場合は、受注者名の下に下記の記載をすること
　　
　　
本件責任者　　
（部署名・氏名）
（連絡先）
　　本件担当者　　
　　　　（部署名・氏名）
　　　　（連絡先）










なお、請求書受領後、担当より在籍確認のため連絡させていただきます。










	

















様式第４１
   
　　年　　月　　日
　官署支出官 
　沖縄総合事務局開発建設部長（氏名）　　　殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　 

　
請　求　書（完成払）

下記のとおり請求します。 

　　　　　請求金額　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．

１．　　 　年　　　月　　　日

内　　　　　訳

　　　１）　　￥

　　　２）　　￥

　　　３）　　￥

　　　４）　　￥



	振　　込　　銀　　行　　名
	○○銀行　○○○店

	預金の種別及び口座番号
	○○預金№

	ふ　　　り　　　が　　　な

	



	

















様式第４３
   
　　年　　月　　日
 
官署支出官 
　沖縄総合事務局開発建設部長（氏名） 　殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　 

　
請　求　書（前払金）

　　下記のとおり請求します。 

　　　　　請求金額　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１．

１．　　 　年　　月　　日

内　　　　　訳

　　　１）　　￥

　　　２）前払金額　　￥



	振　　込　　銀　　行　　名
	○○銀行　○○○店

	預金の種別及び口座番号
	○○預金№

	ふ　　　り　　　が　　　な

	



	

















様式第４４
   
　　年　　月　　日
 
官署支出官 
沖縄総合事務局開発建設部長  　殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　 

請　求　書（中間前払金）

　　下記のとおり請求します。 

　　　　　請求金額￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１．

１．　　 　年　月　日

内　　　　　訳

　　　１）　　￥

　　　２）　　￥

　　　３）　　￥



	振　　込　　銀　　行　　名
	○○銀行　○○○店

	預金の種別及び口座番号
	○○預金№

	ふ　　　り　　　が　　　な

	



備考 
１．　工事請負契約書第35条第３項による請求に使用する。
２．　中間前払金保証契約締結後、その保証証書を添付して請求する。 

（参考）中間前払金請求までの手続 
③
保証契約申込
（認定調書）
保証証書
④
支払
認
定
者




支
払
者
（
局
）
認
定
調
書
②
保
証
者
（
保
証
会
社
）
請
求
者
（
請
負
者
）
中間前金払認定請求書
①
②
認定調書
請求書（保証証書）
⑤
⑥


	



























様式第４５
　　年　　月　　日
 
　　　　（発　注　者）　　　　殿 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　 
　

中間前金払認定請求書



　　契約書第34条第４項の規定に基づき中間前金払を受けたいので
           認定されたく請求します。　 

記

1．  

１．　　￥

１．　　　年　 月　 日 

１．　　　年　 月　 日から　 年　 月　 日まで  
 


備考 
１．　工事請負契約書第35条第４項による請求に使用する。　 
２．　提出時期は、当該契約に係る工期の２分の１（国庫債務負担行為にあっては当該年度の工事実施期間の２分の１）を経過し、かつおおむね工程表によりその時期までに実施すべき工事が行われ、その進捗が金額面でも２分の１（国庫債務負担行為にあっては、年割額の２分の１）以上であると思われるとき。 


	


















様式第４６
   
　　年　　月　　日
 
　官署支出官 
　沖縄総合事務局開発建設部長（氏名）　　殿 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　 
請　求　書（第　回既済部分払）

　　下記のとおり請求します。 
　　　　　請求金額￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．

１．　　 　年　月　日

内　　　　　訳

　　（１）　　￥ 
　　（２）　　￥ 
　　（３）　年度出来高予定額　　￥ 
　　（４）　　￥ 
　　（５）　　￥ 
　　（６）　　￥ 
　　（７）　　￥ 
　　（８）　　￥ 
　　（９）　　￥ 
　　（10）　　￥ 


	振　　込　　銀　　行　　名
	○○銀行　○○○店

	預金の種別及び口座番号
	○○預金№

	ふ　　　り　　　が　　　な

	



備考 
１．　工事請負契約書第38条第１項による請求に使用する。 
（ただし、指定部分のある契約は様式第43を使用する。） 

２．　(4)今回迄出来高金額は、発注者からの「検査結果通知書」に記載された金額を記入する。 
３．　(5)の金額に円未満が生じた場合は、これを切り捨てること。 
４．(7)前払金相殺額は、 

 ４）今回迄出来高金額× (2)前払金受領済額 　　とし、円未満が生じた場合は、
　　　　　　　　　　　　 
　これを切り上げること。 なお 前払金受領済額 　の計算は、小数点以下３位まで求め、
　　　　　　　　　　　　　　　
　３位を切り上げた２位の数値とする。 
５．　請求額は、（国庫債務負担行為に基づく契約で、各年度末における請求は除く。）なるべく１万円未満は切り捨てる。 
６．　不要事項は抹消して使用すること 
　　ただし、刷されている書式を使用するときは、該当しない事項の金額欄に「 ───」を引くこと。  

	




























様式第４７
　　年　　月　　日
 
　　　　（発　注　者）　　　　殿 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　 
　

既済部分確認請求書



　　契約書第38条第２項の規定に基づき第　回既済部分検査をされたく請求します。

記

1．  

１．　　￥

１．　　　年　月　日 

１．　　　年　月　日から　年　月　日まで  

　１．　　　　　回


備考 
１．　工事請負契約書第38条第２項による請求に使用する。　　 






























	



















様式第５０
　　年　　月　　日
官署支出官 
沖縄総合事務局開発建設部長（氏名）  殿 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　 
請　求　書   
　　　　　　 （第　回既済部分払）
　　下記のとおり請求します。 
　　　　　請求金額￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．

１．　　 　年　月　日

内　　　　　訳

	
	全　　体
	指定部分
相当分
	指定部分
外相当分

	(1)請　　負　　代　　金　　額
	
	
	

	(2)前　払　金　受　領　済　額
	
	
	

	(3)　 年 度 出 来 高 予 算 額
	
	
	

	(4)今　回　迄　出　来　高　金　額
	
	
	

	(5)(4)　の　9/10　の　金　額
	
	
	

	(6) 　年 度 支 払 限 度 額
	
	
	

	(7)前　　払　　金　　相　　殺　　額
	
	
	

	(8)既　済　部　分
　　　　　　　　　受　領　済　額
　指　定　部　分
	
	
	

	(9)今　回　請　求　限　度　額
	
	
	

	(10)今　　回　　請　　求　　額
	
	
	

	振　　込　　銀　　行　　名
	○○銀行　○○○店

	預金の種別及び口座番号
	○○預金№

	　　

	



備考 
１．　工事請負契約書第37条第１項及び指定部分のある契約で工事請負契約書第37条第１項による請求に使用する。 
２．　不要事項は抹消して使用すること。 
３．　指定部分外相当分の記載は、様式第39によるものとする。 

